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東京商工会議所品川支部では、毎年、中小企業振興施策に関する要望を

とりまとめており、品川区および東京都、国の中小企業支援施策に対す

る要望策定に活かすことを目的とする。

東京商工会議所品川支部会員事業者 １７１５事業所

２０２２年１２月２２日～２０２３年１月２０日

１１５件（回答率６．７％）

調査概要

調査目的：

調査対象：

調査期間：

回答数：

【業種】回答企業の属性： 【従業員数】

１

製造業, 

27.8%

建設業, 

19.1%
卸売業, 

10.4%

小売業, 

7.0%

サービス業, 

35.7%

５人以下, 

17.4%

６～２０人, 

27.0%
２１～５０人, 

27.0%

５１～１００人, 

4.3%

１０１人以上, 

24.3%
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大幅悪化の見込み, 

1.7%

悪化見込み, 

18.3%

当期（2022年1‐12月期）

と同水準, 53.0%

好転見込み, 

27.0%

大幅好転の見込み, 

0.0%
大幅悪化の

見込み, 

3.5%

悪化見込み, 

26.1%

前期（2021年1‐12月期）

と同水準, 44.3%

好転見込み, 

23.5%

大幅好転の

見込み, 

2.6%

＜問１＞２０２2年１ー１２月の業績見込み

業績見通し（2022年、2023年）

＜問２＞２０２3年１ー１２月の業績見込み

回答数＝115

【単一回答】 【単一回答】

２

回答数＝115
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＜問３＞現在抱えている経営課題

経営課題

回答数＝115

【上位３つまで】

３

2.6%

5.2%

4.3%

7.0%

7.8%

9.6%

9.6%

9.6%

10.4%

11.3%

11.3%

13.9%

13.9%

15.7%

22.6%

25.2%

43.5%
52.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

特になし

その他

賃金水準の見直し

円安への対応

事業承継

コロナ以外の要因による売上減少

資金繰り

業態転換・新規事業・新商品開発

販路開拓

人件費の上昇

労働法制（時間外労働の上限規制の適用）

価格転嫁

デジタル化・DX

同業者間の競争激化

コロナ感染拡大による売上減少

原材料・部品・商品の調達難

原材料・部品・商品の調達コストの増加

人手不足、人材採用
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9.5%

1.6%

1.6%

4.8%

7.9%

7.9%

9.5%

11.1%

12.7%

14.3%

14.3%

17.5%

19.0%

28.6%

33.3%

34.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

その他

躍進的な事業推進のための設備投資支援事業（都）

納税の猶予の特例（特例猶予）（国）

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（国）

感染症対策サポート助成事業（都）

テレワーク促進助成金（都）

DX・デジタル技術活用推進事業（区）

セーフティネット保証

展示会出展助成事業（都）

制度融資（都）

事業再構築補助金（国）

新型コロナウイルス感染症対応特別助成（区）

IT導入補助金（国）

持続化補助金（国）

制度融資（区）

日本政策金融公庫の融資制度

＜問４＞利用もしくは利用を検討した支援制度の利用状況

支援制度 利用状況

回答数＝63

【複数回答】

４
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2.9%

1.9%

3.9%

5.8%

13.6%

16.5%

26.2%

33.0%

33.0%

43.7%

44.7%

53.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

支援策に関するセミナーや説明会、相談窓口の充実

海外展開に対する支援

消費喚起に対する支援

販路開拓に関する補助金、助成金等

公的手続きの完全オンライン化

デジタル化・DXに関する補助金、助成金等

金融支援策（融資要件の緩和、優遇の継続）

人材育成に関する補助金、助成金等

設備導入に関する補助金、助成金等

雇用に関する補助金、助成金等

税制優遇の拡充

＜問５＞今後期待する支援策について

今後期待する公的支援制度

回答数＝103

５

【複数回答】
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【支援施策】

 補助金等各種サービスの手続き簡素化、着金までの迅速化（製造業、サービス業、卸売業 他）

 中小企業でも使いやすい補助金・助成金への運用見直し。手続きのオンライン化 （サービス業）

 煩雑で手間がかかる補助金の実績報告の簡略化（サービス業）

 人材募集に関する補助・助成の創設（建設業）

 金融機関を含む支援機関への支援策・制度に関する説明資料・ノウハウの共有（サービス業）

【税制】

 有限での消費税免除、減税、財政支出の拡大（サービス業、建設業）

 法人税の引き下げ （建設業）

【その他】

 公的支援がもっと使いやすく、わかりやすく、実態に即したものにしてもらいたい （卸売業）

 働き方改革で社員の改革は進むが経営側の負担が増えており、支援を求める。社員を解雇できな
いことも課題で、働かない人も等しく守らなければいけないところは是正が必要（建設業）

 行政主導によるライバル会社と混載便設定など物流経費安定化対策を検討してほしい（卸売業）

公的支援制度の拡充・改善希望

＜問６＞公的支援制度について、拡充・改善を希望する点

６
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口頭連絡、電話、帳簿

での業務が多い, 

20.0%

紙や口頭でのやりとりを

ＩＴに置き換えている, 

31.3%

ＩＴを活用して社内業務を

効率化している, 

44.3%

ＩＴを差別化や競争力強化

に積極的に活用している, 

4.3%

＜問７＞ＩＴツールの活用状況

ＩＴツールの活用について ７

回答数＝115

【単一回答】
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90.3%

33.0% 32.0%

15.5%
8.7% 7.8% 7.8%

1.0%

76.9%

14.8%

33.3% 38.0%
33.3%

20.4% 24.1%

0.0%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

業
務
効
率
化

感
染
症
対
策
（
非
接
触
・
非
対
面
対
応
）

社
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
促
進

販
路
拡
大
、
顧
客
満
足
度
向
上

人
材
育
成
・
技
能
継
承

新
商
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
の
開
発

人
材
の
採
用
数
・
定
着
率
向
上

そ
の
他

得られた効果 今後期待する効果

＜問８＞ＩＴツールの活用によって１.「得られた効果」、2．「今後期待する効果」 【複数回答】

８

回答数＝1.得られた効果 103
2.今後期待する効果 108

ＩＴツールの活用について
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＜問９＞今後注力していきたいと考えている取り組み

今後注力していきたい取り組み

回答数＝115

【複数回答】

９

0.9%
0.9%

8.7%
9.6%
11.3%
12.2%

16.5%
19.1%

28.7%
29.6%

37.4%
39.1%

44.3%
44.3%

49.6%
49.6%
50.4%

60.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

雇用の削減（正規・非正規）

サプライチェーンの見直し

外国人材の雇用

海外展開

労務管理（テレワーク・時差出勤など）

事業承継

環境関連の対応（カーボンニュートラル等）

新規分野、新規事業への進出

資金繰り、資金調達の強化

経費の削減（人件費除く）

デジタル化・DX

既存顧客への営業強化

採用強化

新規販路開拓

既存事業の付加価値増大

業務の効率化

人材育成



Copyright (C) The Tokyo Chamber of Commerce and Industry All right reserved.

■ 主なご意見

【支援施策】

 多くの支援策で前期売上との比較で「売上減少」を条件に入れているが、縛りをつけること
なく、新規事業などに積極的に取り組む中小企業に対してより挑戦しやすい環境をつくって
もらいたい（卸売業）

 信頼できる代理店の紹介や斡旋など、中小企業への海外販路拡大支援を求める（小売業）

 全国旅行支援事業は宿泊施設側の手続きが増大するなどの課題があることから、手続きの簡
素化などの改善を求める（サービス業）

 車両用のガソリン、軽油等の高騰に対して支援給付金を企業の車両ごとに毎月支給してほし
い（卸売業）

【融資】

 今後融資の返済などが始まることから、個人事業主などの廃業を防ぐための施策を検討して
もらいたい（助成金、補助金、融資等）（サービス業）

 低金利融資の継続（建設業）

その他ご意見について

＜問１０＞都政・区政・東商へのご意見、ご要望について

１０
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■ 主なご意見

【税制】

 インボイス制度など、作業を煩雑化する制度の廃止・撤回（サービス業）

 ガソリンの二重課税問題、自動車税と自動車重量税など、自動車オーナーの課税から解放を
求める（製造業）

【その他】

 戻ってきている海外観光客向けに通訳者の派遣・機器の配布・貸出や行政主導の観光アプリ
開発を求める。また、海外観光客へ日本のルール・マナー教育強化を求める（サービス業）

 振込手数料を振込元が支払うことの取り決めを策定してもらいたい。また、パワハラ禁止法
の社員側逆パワハラに関する観点強化（サービス業）

 自動車運転前後のアルコールチェック義務付けについて、手間が多すぎるので、近隣への移
動など短時間の自動車使用では運転前だけにするなどの措置が必要（製造業）

 地方にある子会社では金融機関の閉鎖などでご相談できない状況が多く、支援をお願いした
い（卸売業）

その他ご意見について

＜問１０＞都政・区政・東商へのご意見、ご要望について

１１




